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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第129期

第３四半期
累計期間

第130期
第３四半期
累計期間

第129期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2023年４月１日
至 2023年12月31日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 9,570,937 11,049,294 12,855,690

経常利益 (千円) 154,781 781,973 276,198

四半期(当期)純利益 (千円) 126,898 680,123 249,539

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 3,700,011 3,700,011 3,700,011

発行済株式総数 (株) 3,463,943 3,463,943 3,463,943

純資産額 (千円) 7,404,585 8,298,417 7,532,351

総資産額 (千円) 24,913,378 25,678,419 25,219,339

１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 37.99 203.62 74.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 20.00

自己資本比率 (％) 29.72 32.32 29.87

回次
第129期

第３四半期
会計期間

第130期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

自 2023年10月１日
至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 85.12 140.46

(注) １ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３ 第129期の1株当たり配当額20円には、創業100周年記念配当10円が含まれております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあり

ません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、供給サイドに起因する価格の上昇が継続したものの、新型コロナ

ウイルス感染症による社会経済活動への制約が解消され、正常化が進む回復基調のなか推移しました。一方、常態

化する円安や長期化する物価上昇、不安定な国際情勢など、景気の下振れリスクが存在しており、先行き不透明な

状況が継続しております。

このような状況のなか当社は、コロナ禍により遂行が阻まれていた「現有資産の収益力を最大限に引き出す」と

いう経営課題に対してスピード感をもって取り組むとともに、持続的成長のための「経営基盤の強化」にむけた諸

施策についても積極的に取り組んでおります。

当第３四半期累計期間の売上高は、宴会・食堂・売店その他の各部門全てにおいて前年同四半期に比べ増加し、

1,478百万円増加の11,049百万円となりました。コロナ禍からの回復は前事業年度後半から勢いが増しましたが、当

事業年度は更に加速してコロナ禍以前の売上高を超える水準で推移しております。特に宴会部門については、コロ

ナ禍収束後の法人需要を取り込むべく継続してきた営業活動が結実し、法人需要を中心に前年同四半期から大幅な

売上高伸長となりました。経費面では、仕入価格高騰や供給不安があるなか、原材料を計画的に合理的なコストで

調達する工夫をおこない、人材については全社規模で柔軟に再配置をおこなうなど、その効率性を高めてまいりま

した。その結果、営業利益は727百万円増加の826百万円となり、経常利益は627百万円増加の781百万円となりまし

た。また、四半期純利益は553百万円増加の680百万円となりました。

（2）財政状態の状況

総資産は、前事業年度末に比べて459百万円増加し25,678百万円となりました。その主な要因は、有価証券が

1,000百万円、投資有価証券が220百万円それぞれ増加し、現金及び預金が149百万円、有形固定資産が537百万円そ

れぞれ減少したことであります。

負債は、前事業年度末に比べて306百万円減少し17,380百万円となりました。その主な要因は、固定負債の「その

他」に計上した繰延税金負債が49百万円増加し、流動負債の「その他」に計上した未払消費税が62百万円、長期借

入金が180百万円、固定負債の「その他」に計上したリース債務が171百万円それぞれ減少したことであります。

純資産は、四半期純利益の計上などにより、前事業年度末に比べ純額で766百万円増加し、8,298百万円となりま

した。

これらの結果、自己資本比率は前事業年度末に比べて2.4ポイント増加して32.3%となりました。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,900,000

計 8,900,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2024年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,463,943 3,463,943
東京証券取引所
スタンダード市場

　単元株式数は100株で
　あります。

計 3,463,943 3,463,943 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年12月31日 ― 3,463,943 ― 3,700,011 ― 925,002

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2023年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)
　普通株式 ― ―

123,800

完全議決権株式(その他)
　普通株式

33,185 ―
3,318,500

単元未満株式
　普通株式

― ―
21,643

発行済株式総数 3,463,943 ― ―

総株主の議決権 ― 33,185 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社東京會舘

東京都千代田区丸の内
３－２－１

123,800 ― 123,800 3.57

計 ― 123,800 ― 123,800 3.57

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2023年10月１日から2023年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2023年４月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、Ｍｏｏ

ｒｅみらい監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,718,691 3,568,980

売掛金 554,581 794,271

有価証券 1,000,000 2,000,000

商品及び製品 12,608 14,074

仕掛品 6,284 6,277

原材料及び貯蔵品 126,588 149,924

その他 168,652 138,853

貸倒引当金 △283 △317

流動資産合計 5,587,124 6,672,064

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 11,448,746 11,051,429

構築物（純額） 155,801 151,519

機械装置及び運搬具（純額） 32,707 59,078

工具、器具及び備品（純額） 176,353 164,899

土地 1,958,224 1,958,224

リース資産（純額） 1,139,962 988,679

有形固定資産合計 14,911,795 14,373,831

無形固定資産

リース資産 29,578 23,085

電話加入権 3,009 3,009

無形固定資産合計 32,587 26,095

投資その他の資産

投資有価証券 2,479,667 2,700,530

その他 2,208,163 1,905,897

投資その他の資産合計 4,687,831 4,606,427

固定資産合計 19,632,214 19,006,354

資産合計 25,219,339 25,678,419
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 221,835 284,438

短期借入金 360,000 360,000

1年内返済予定の長期借入金 240,000 240,000

未払金 1,023,205 1,069,581

未払法人税等 73,932 128,618

賞与引当金 115,500 83,160

その他 891,920 801,880

流動負債合計 2,926,393 2,967,679

固定負債

長期借入金 11,520,000 11,340,000

退職給付引当金 881,182 833,157

資産除去債務 63,817 59,484

その他 2,295,594 2,179,681

固定負債合計 14,760,593 14,412,323

負債合計 17,686,987 17,380,002

純資産の部

株主資本

資本金 3,700,011 3,700,011

資本剰余金 2,242,367 2,242,367

利益剰余金 1,094,196 1,707,516

自己株式 △443,759 △444,033

株主資本合計 6,592,815 7,205,862

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 939,536 1,092,555

評価・換算差額等合計 939,536 1,092,555

純資産合計 7,532,351 8,298,417

負債純資産合計 25,219,339 25,678,419
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(2)【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 9,570,937 11,049,294

売上原価 8,883,410 9,545,169

売上総利益 687,527 1,504,124

販売費及び一般管理費 589,368 678,085

営業利益 98,159 826,038

営業外収益

受取利息 36 421

受取配当金 43,933 53,668

助成金収入 118,019 -

営業時間短縮等協力金収入 164,786 -

その他 7,563 17,261

営業外収益合計 334,339 71,351

営業外費用

支払利息 73,042 69,731

コミットメントフィー 2,071 2,071

信託手数料 59,170 41,362

助成金返還損 143,431 -

その他 - 2,250

営業外費用合計 277,716 115,416

経常利益 154,781 781,973

税引前四半期純利益 154,781 781,973

法人税、住民税及び事業税 19,204 119,976

法人税等調整額 8,678 △18,126

法人税等合計 27,883 101,850

四半期純利益 126,898 680,123
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【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

減価償却費 577,629千円 589,851千円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 66,803 20.0 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

　(注) １株当たり配当額には、創業100周年記念配当10円が含まれております。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自 2023年４月１

日 至 2023年12月31日)

当社の報告セグメントは、レストラン・宴会事業及びこれらに関連した業務を行う単一セグメントであるため、

記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年12月31日）

（単位：千円）

売上高

主要な財又はサービス

　宴会 6,773,796

　レストラン 1,964,004

　売店・その他の営業 625,479

顧客との契約から生じる収益 9,363,281

その他の収益 207,656

外部顧客への売上高 9,570,937

当第３四半期累計期間（自 2023年４月１日　至 2023年12月31日）

（単位：千円）

売上高

主要な財又はサービス

　宴会 7,809,471

　レストラン 2,375,946

　売店・その他の営業 649,256

顧客との契約から生じる収益 10,834,674

その他の収益 214,619

外部顧客への売上高 11,049,294

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益 37円99銭 203円62銭

(算定上の基礎)

四半期純利益 126,898 680,123

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益 126,898 680,123

普通株式の期中平均株式数(株) 3,340,351 3,340,142

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
2024年２月５日

株式会社東京會舘

取締役会 御中

Ｍｏｏｒｅみらい監査法人

東京都千代田区

指定社員

業務執行社員
公認会計士 佐 藤 好 生

指定社員

業務執行社員
公認会計士 後 宏 治

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東京會

舘の2023年４月１日から2024年３月31日までの第130期事業年度の第３四半期会計期間（2023年10月１日から2023年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東京會舘の2023年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなか

った。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

　ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

　される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

　められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

　認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

　か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

　四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

　ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

　は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

　て存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

　準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

　示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

　認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


